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論文タイトル：原爆被爆者における固形がん罹患率：1958－98年 

Radiation Research 第168 巻、2007 年7 月号  

 

研究背景と目的 

放射線影響研究所では、原爆放射線の健康影響を調べるために、約12万人の寿命調査

集団を設定して、1950年から死亡率調査を行っている。また広島・長崎の地域がん登録

を活用して、1958年から、がん罹患調査もおこなってきている。 

今回この寿命調査集団における固形がん（注１参照）罹患率への放射線の影響に関す

る包括的解析が行われ、論文発表がなされた。これは1994年に報告されたものから調査

期間を11年延長し、新線量評価システム(DS02) を用いて、新たな視点から解析を加え

たものである。 

 

研究方法 

1958 年時点で生存しており、かつそれ以前にがん罹患がなく、そしてDS02 に基づい

て個人線量が推定されている人など合計105,427 人において、1958年から1998年まで

に診断された第一原発がん（注２参照）17,448例に基づいて解析を行った。すべての固

形がんを一つのグループとして、また19の特定のがん部位および5つの組織型群（注３

参照）について、放射線に関連したリスク評価をおこなった。 具体的には、放射線関

連リスクの大きさ、線量反応の形状、性別や被爆時年齢によるリスクの変化、ならびに

がん部位間のリスクの差異などを調べた。 

 

研究結果 

１） 1994年報告の結果が基本的に追認されたもの 

① 寿命調査集団では、結腸線量が0.005 Gy以上の調査対象者から発生したがん

症例のうち約850例（約11%）が原爆放射線被ばくと関連していると推定され

た。 

② 線量反応（線量応答）曲線は0 - 2 Gyの範囲では線形であることが示された。 

③ 被爆時年齢が30歳の場合、70歳になった時点で1 Gy被曝当たり男性で約35%、

女性で約 58% 固形がん罹患率が増加すると推定された。（男女合同では約

47％） 

④ 固形がんの過剰相対リスク（注４参照）は被爆時年齢が10歳増加する毎に約

17%減少した。過剰絶対リスク（注４参照）は調査期間を通じて増加するよう

にみられた。 

⑤ 口腔がん、胃がん、結腸がん、肝臓がん、肺がん、皮膚がん、乳がん、卵巣

がん、膀胱がん、神経系がんおよび甲状腺がんにおいて放射線に関連したリ

スクの有意な増加が認められた。直腸がん、胆のうがん、膵臓がん、前立腺

がんおよび腎臓がんについては統計的に有意なリスクの増加は示唆されなか

った。 



 2

２） 新たに判明したもの 

① 低線量部分では、被曝線量区分を 0 から次第に上げていくと 0.15 Gy まで上

げたところから統計的に有意な線量反応が認められた。 

② 食道がんのリスクが有意となった。 

③ 20 歳未満での被曝が子宮体がんのリスクを増加させるかもしれないことが示

唆された。 

④ がんの組織型別にみると、肉腫を含め、検討したすべての組織型群について

リスクの増加が示唆された。 

 

 

 

 

注１：固形がん 

 固形がんとは、白血病などの血液や造血器のがんと異なり腫瘤を形作るがんをいう。 

 

注２：第一原発がん 

第一原発がんとは、複数の部位のがんを持った人でも最初に罹患したがんをいい、か

つ転移では無いものをいう。 

 

注３：がんの組織型 

 悪性新生物の発生由来組織から、上皮性がん（扁平上皮がん、腺がん、その他の上皮

性がん）、非上皮性がん（肉腫、その他の非上皮性がん）の5つに分けて解析した。 

 

注４：リスク指標 

過剰相対リスク：単位被曝線量あたりのリスク増加率（％で示すことも多い） 

過剰絶対リスク：単位被曝線量あたりの罹患率増加の絶対値 
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論文の日本語要約 

 

原爆被爆者における固形がん羅患率:1958-1998年 

Solid Cancer Incidence in Atomic Bomb Survivors: 1958-1998 

Dale L Preston  Elaine Ron  徳岡昭治  船本幸代  西信雄  早田みどり 馬淵清彦   

児玉和紀 

 

要約 

本論文は､広島･長崎の原爆被爆者から成る寿命調査(LSS)集団における固形がん(血液

または造血器の悪性腫瘍以外のがん)罹患率に対する放射線の影響に関する2回目の全般

的な報告書である｡1958年時点で生存しており､かつそれ以前にがん罹患が確認されてい

ない､個人線量が推定されているLSS対象者105,427人において､1958年から1998年までに

診断された(黒色腫以外の皮膚がんを含む)第-原発がん17,448例に基づいて解析を行っ

た｡すべての固形がんを一つのグループとして､また19の特定のがん部位あるいはがん部

位群､および五つの組織型群について､放射線に関連した相対リスクおよび過剰率を検討

した｡ポアソン回帰法を用いて､放射線関連リスクの大きさ､線量反応の形状､性･被爆時

年齢･到達年齢に伴うリスクの変化､ならびに過剰リスクのレベルおよびパターンにおけ

る部位間の変動を調べた｡全固形がんを一つのグループとして見た場合､結腸線量が

0.005 Gy 以上の調査対象者から発生したがん症例のうち約850例(約11%)が原爆放射線

被曝と関連していると推定された｡このデータは､高線量域では線量反応がやや平坦にな

っているが､0-2 Gyの範囲では一貫して線形の線量反応が認められることを示している｡

更に､被曝線量が0.15 Gy以下の対象者に解析を限定した場合にも､統計的に有意な線量

反応が認められた。全固形がんを一つのグループとして見た場合､および部位別に見た場

合も多くの部位について､過剰リスクは性･到達年齢･被爆時年齢に伴い有意な変動を示

した。被爆時年齢が30歳の場合､70歳における固形がん罹患率は､1 Gy当たり男性で約35% 

(90% C1 28%; 43%)､女性で約58%(90% C1 43%; 69%)増加すると推定された｡全固形がんを

一つのグループとして見た場合､1 Gy当たりの過剰相対リスクは､到達年齢を補正すると､

被爆時年齢が10 歳増加するごとに約17%減少し(90% CI 7%; 25%)､また被爆時年齢を補正

すると､到達年齢の1.65 乗に比例して減少する(90% CI 2.1; 1.2)｡到達年齢に伴う過剰

相対リスクの減少にもかかわらず､過剰絶対率は調査期間を通じて増加するように見ら

れ､放射線に関連したがん罹患率の増加が､被爆時年齢にかかわらず生涯を通じて持続す

ることを更に裏付けている。全固形がんを一つのグループとして見た場合､女性は男性よ
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りも若干高い過剰絶対率を示すが(女性対男性の比1.4; 90% CI 1.1; 1.8)､この差違は､

性に特異な部位を除外して解析を行った場合には消失する｡口腔がん､食道がん､胃がん､

結腸がん､肝臓がん､肺がん､黒色腫以外の皮膚がん､乳がん､卵巣がん､膀胱がん､神経系

がんおよび甲状腺がんを含む､ほとんどのがん部位について放射線に関連したリスクの

有意な増加が認められた｡膵臓がん､前立腺がんおよび腎臓がんについては統計的に有意

な線量反応は示唆されなかったが､これらの部位の過剰相対リスクも､全固形がんを一つ

のグループとした場合のそれと一致していた｡直腸がん､胆嚢がんおよび子宮がんの線量

反応推定値は統計的に有意ではなく､これらの部位のリスクは全固形がんを一つのグル

ープとした場合よりも低いかもしれないことが示唆された。しかし､小児時期での被曝が

子宮体がんのリスクを増加させるかもしれないという証拠が今回のデータから示唆され

た｡五つの検討したすべての組織型群(扁平上皮癌､腺癌､その他の上皮性癌､肉腫､および

その他の非上皮性癌)についてリスクの増加が認められた｡データは限られているが､思

春期から青年期に発生するがんについて放射線に関連したリスクの有意な増加が認めら

れた｡固形がんリスクの継続的な増加から､寿命調査は､少なくとも今後 15-20 年間は放

射線被曝と固形がんリスクについて重要な新しい情報を提供し続けるはずである。 
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論文の主な図表 
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